
（単位:千円）

補正前 補正額 補正後

消防費 1 人件費（消防総務費） 6,620,151 134,234 6,754,385

県　県消防学校派遣職員給与費等負担金 8,030 0 8,030

諸　防災ヘリコプター派遣職員給与費等
　　受入金 8,331 0 8,331

一　般　財　源 6,603,790 134,234 6,738,024

◆ (1) 嘱　託 34,147 △ 2,907 31,240

◆ (2) 職　員 6,511,799 160,578 6,672,377

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 70,399 △ 23,437 46,962

今年度の執行見込みを勘案した補正

2 人件費（火災予防推進費） 179,652 △ 3,993 175,659

使　市証紙収入 3,412 0 3,412

一　般　財　源 176,240 △ 3,993 172,247

◆ (1) 嘱　託 2,741 21 2,762

◆ (2) 職　員 169,478 △ 4,024 165,454

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 7,433 10 7,443

今年度の執行見込みを勘案した補正

3 人件費（警防業務費） 278,130 △ 16,806 261,324

一　般　財　源 278,130 △ 16,806 261,324

◆ (1) 職　員 244,767 △ 7,455 237,312

◆ (2) 再任用短時間勤務職員 33,363 △ 9,351 24,012

今年度の執行見込みを勘案した補正

4 消防防災施設等整備事業 358,498 △ 14,750 343,748

国　緊急消防援助隊設備整備費補助金 88,305 0 88,305

県　緊急地震・津波対策等交付金（消防） 30,931 0 30,931

一　般　財　源 239,262 △ 14,750 224,512

◆ (1) 消防車両購入事業 345,863 △ 14,750 331,113

事業費確定に伴う執行差金の減額

事　業・事　項



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

消防費 5 消防航空隊運営事業 187,119 △ 6,030 181,089

諸　その他収入 1 0 1

債　消防施設整備事業債 35,100 △ 300 34,800

一　般　財　源 152,018 △ 5,730 146,288

◆ (1) 消防航空隊運営維持管理事業 184,065 △ 6,030 178,035

事業費確定に伴う執行差金の減額

6 人件費（情報指令費） 286,013 △ 5,210 280,803

一　般　財　源 286,013 △ 5,210 280,803

◆ (1) 職　員 278,605 △ 1,551 277,054

◆ (2) 再任用短時間勤務職員 7,408 △ 3,659 3,749

今年度の執行見込みを勘案した補正

7 消防情報通信ネットワーク事業 498,094 △ 2,177 495,917

一　般　財　源 498,094 △ 2,177 495,917

◆ (1) 消防指令センター機能維持管理事業 474,472 △ 2,159 472,313

事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 消防情報・消防ＯＡ基盤整備事業 23,622 △ 18 23,604

事業執行に伴う執行差金の減額

8 消防団施設運営事業 147,117 △ 28,714 118,403

県　緊急地震・津波対策等交付金（消防） 36,446 △ 4,288 32,158

一　般　財　源 110,671 △ 24,426 86,245

◆ (1) 消防団庁舎整備事業 72,488 △ 10,248 62,240

事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 消防団資機材整備事業 69,605 △ 18,466 51,139

事業費確定に伴う執行差金の減額

9 消防団車両整備事業 85,607 △ 1,149 84,458

債　消防施設整備事業債 62,500 △ 1,100 61,400

一　般　財　源 23,107 △ 49 23,058

◆ (1) 消防団車両購入事業 63,128 △ 1,149 61,979

事業費確定に伴う執行差金の減額



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

消防費 10 人件費（防災費） 306,707 △ 11,049 295,658

一　般　財　源 306,707 △ 11,049 295,658

◆ (1) 嘱　託 8,933 △ 248 8,685

◆ (2) 職　員 286,376 △ 10,322 276,054

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 11,138 △ 479 10,659

今年度の執行見込みを勘案した補正

11 防災計画等整備事業 1,981,219 △ 48,920 1,932,299

市　現年課税分（事業所税） 72,000 △ 14,000 58,000

県　緊急地震・津波対策等交付金（防災） 8,806 △ 3,920 4,886

繰　津波対策事業基金繰入金 1,859,714 △ 10,035 1,849,679

一　般　財　源 40,699 △ 20,965 19,734

◆ (1) 津波対策事業 1,960,543 △ 48,920 1,911,623

事業執行に伴う執行差金の減額

12 市民防災意識啓発事業 5,471 △ 486 4,985

県　緊急地震・津波対策等交付金（防災） 2,045 △ 450 1,595

一　般　財　源 3,426 △ 36 3,390

事業執行に伴う執行差金の減額

13 防災施設・資機材管理事業 297,541 △ 59,733 237,808

市　現年課税分（事業所税） 79,000 0 79,000

県　緊急地震・津波対策等交付金（防災） 21,294 13,198 34,492

債　防災施設整備事業債 103,300 △ 73,200 30,100

一　般　財　源 93,947 269 94,216

◆ (1) 災害情報手段整備事業 100,201 △ 59,733 40,468

事業執行に伴う執行差金の減額

14 自主防災組織支援事業 100,038 △ 2,200 97,838

県　緊急地震・津波対策等交付金（防災） 32,271 △ 735 31,536

一　般　財　源 67,767 △ 1,465 66,302

事業執行に伴う執行差金の減額



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

消防費 15 津波対策事業基金積立金 29,346 8,278 37,624

財　津波対策事業基金運用収入 346 3,278 3,624

寄　津波対策事業基金費寄附金 29,000 5,000 34,000

寄附金の見込み及び運用収入の確定に伴う積立金の追加

16 水道事業会計負担金 91,562 △ 5,322 86,240

一　般　財　源 91,562 △ 5,322 86,240

事業費確定に伴う執行差金の減額



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後

教育費 1 人件費（教育総務費） 3,895,151 428,916 4,324,067

一　般　財　源 3,895,151 428,916 4,324,067

◆ (1) 嘱　託 23,314 △ 2,988 20,326

◆ (2) 職　員 3,850,261 435,801 4,286,062

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 14,831 △ 3,897 10,934

今年度の執行見込みを勘案した補正

2 通園・通学バス運行事業 196,350 △ 10,000 186,350

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 26,100 0 26,100

一　般　財　源 170,250 △ 10,000 160,250

事業執行に伴う執行差金の減額

3 コミュニティ・スクール推進事業 5,949 △ 1,886 4,063

国　学校・家庭・地域連携協力推進
　　事業費補助金 1,428 △ 1,082 346

一　般　財　源 4,521 △ 804 3,717

国補助金の内示に伴う減額

4 放課後児童会健全育成事業 968,512 △ 66,524 901,988

市　現年課税分（事業所税） 91,000 △ 20,000 71,000

国　学校・家庭・地域連携協力推進
 　 事業費補助金 3,230 △ 508 2,722

国　子ども・子育て支援交付金 252,836 △ 21,000 231,836

国　子ども・子育て支援整備交付金 34,284 36,548 70,832

県　放課後児童健全育成事業費補助金 252,836 △ 21,000 231,836

県　社会福祉施設等施設整備費補助金 34,284 △ 16,576 17,708

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 4,000 0 4,000

一　般　財　源 296,042 △ 23,988 272,054

◆ (1) 放課後児童会運営支援事業 782,324 △ 66,524 715,800

国補助金の内示及び事業執行に伴う執行差金の減額

事　業・事　項



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 5 人件費（教育施設費） 163,986 △ 6,023 157,963

一　般　財　源 163,986 △ 6,023 157,963

◆ (1) 嘱　託 14,595 △ 400 14,195

◆ (2) 職　員 141,959 △ 5,439 136,520

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 7,432 △ 184 7,248

今年度の執行見込みを勘案した補正

6 学校情報技術環境整備事業 1,471,905 △ 45,000 1,426,905

一　般　財　源 1,471,905 △ 45,000 1,426,905

入札に伴う執行差金の減額

7 学校教育振興基金積立金 1,032 40 1,072

財　学校教育振興基金運用収入 32 40 72

寄　学校教育振興基金費寄附金 1,000 0 1,000

運用収入の確定に伴う積立金の追加

8 人件費（教職員管理費） 309,623 38,601 348,224

一　般　財　源 309,623 38,601 348,224

◆ (1) 嘱　託 14,407 99 14,506

◆ (2) 職　員 295,110 38,502 333,612

今年度の執行見込みを勘案した補正

9 人件費（教育センター費） 114,403 △ 26 114,377

諸　その他収入 8,987 0 8,987

一　般　財　源 105,416 △ 26 105,390

◆ (1) 嘱　託 17,094 267 17,361

◆ (2) 職　員 93,591 △ 269 93,322

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 3,718 △ 24 3,694

今年度の執行見込みを勘案した補正



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 10 人件費（教育指導費） 551,795 △ 31,151 520,644

国　部活動指導員配置促進事業費補助金 8,167 △ 4,527 3,640

一　般　財　源 543,628 △ 26,624 517,004

◆ (1) 附属機関の委員等 24,503 △ 13,100 11,403

部活動指導員の事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 嘱　託 79,322 △ 8,969 70,353

◆ (3) 国際交流員 4,550 △ 524 4,026

◆ (4) 外国人児童生徒指導相談員 3,274 △ 4 3,270

◆ (5) 外国語指導助手 77,356 △ 7,011 70,345

◆ (6) 再任用短時間勤務職員 3,718 98 3,816

◆ (7) 職　員 359,072 △ 1,641 357,431

今年度の執行見込みを勘案した補正

11 発達支援教育推進事業 20,700 △ 392 20,308

国　教育支援体制整備事業費補助金 1,301 △ 131 1,170

国　発達障害理解啓発・専門性向上
　　事業費委託金 2,400 0 2,400

諸　その他収入 45 0 45

一　般　財　源 16,954 △ 261 16,693

国補助金の内示に伴う減額

12 外国人子ども教育支援推進事業 124,504 △ 1,496 123,008

国　帰国・外国人児童生徒支援事業費
    補助金 24,536 △ 11,536 13,000

一　般　財　源 99,968 10,040 110,008

国補助金の内示及び事業執行に伴う執行差金の減額

13 生きた英語力育成事業 181,123 △ 5,300 175,823

諸　その他収入 1,992 0 1,992

一　般　財　源 179,131 △ 5,300 173,831

外国語指導助手の入替わり人数の確定に伴う減額



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 14 人件費（小学校教職員管理費） 21,520,307 △ 874,032 20,646,275

国　義務教育費国庫負担金 5,349,687 △ 143,512 5,206,175

国　教育支援体制整備事業費補助金 16,833 0 16,833

国　在外教育施設派遣教員委託金 25,272 △ 2,071 23,201

諸　その他収入 3,200 0 3,200

一　般　財　源 16,125,315 △ 728,449 15,396,866

◆ (1) 嘱　託 338,847 1,919 340,766

◆ (2) 少人数学級対応講師 205,647 △ 120,938 84,709

◆ (3) 職　員 20,820,217 △ 744,485 20,075,732

◆ (4) 再任用短時間勤務職員 155,596 △ 10,528 145,068

今年度の執行見込みを勘案した補正

15 教職員管理事業（小学校教職員管理費） 411,030 △ 10,187 400,843

一　般　財　源 411,030 △ 10,187 400,843

◆ (1) 人事管理事業 146,036 △ 3,250 142,786

事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 学校用務員業務委託事業 264,994 △ 6,937 258,057

事業執行に伴う執行差金の減額

146,281 △ 178 146,103

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 4,000 0 4,000

一　般　財　源 142,281 △ 178 142,103

今年度の執行見込みを勘案した補正

17 授業用教材教具導入事業（小学校管理費） 293,694 28,145 321,839

国　理科教育等設備整備費補助金 2,850 0 2,850

一　般　財　源 290,844 28,145 318,989

平成31年度学級編制に伴う学校教材・学校用具整備に要する経費の追加

16 学校教育指導支援員配置事業
　 （小学校教職員管理費）



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 18 小学校建設事業 614,821 316,517 931,338

市　現年課税分（事業所税） 293,000 0 293,000

国　公立小中学校整備事業費負担金 8,376 2,890 11,266

国　学校施設環境改善交付金 27,639 47,948 75,587

国　教育施設等騒音防止対策事業費補助金 4,949 246,905 251,854

債　小学校整備事業債 195,400 7,900 203,300

一　般　財　源 85,457 10,874 96,331

【国補正】【繰越明許費】

事業執行に伴う執行差金の減額及び国補正予算等に伴う事業費の追加

・事業執行に伴う執行差金の減額　　　　　　　　△119,600千円

・国の補正予算及び事業前倒しに伴う事業費の追加　436,117千円（繰越明許費）

　可美小学校校舎改築、泉小学校空調整備

19 学校施設整備事業（小学校建設費） 2,457,411 △ 71,308 2,386,103

市　現年課税分（事業所税） 290,000 0 290,000

国　ブロック塀・冷房設備対応臨時特例
　　交付金 225,026 22,972 247,998

債　小学校整備事業債 1,561,900 0 1,561,900

一　般　財　源 380,485 △ 94,280 286,205

事業執行に伴う執行差金の減額

20 人件費（中学校教職員管理費） 12,970,340 △ 714,317 12,256,023

国　義務教育費国庫負担金 2,984,163 69,389 3,053,552

国　教育支援体制整備事業費補助金 7,091 0 7,091

国　在外教育施設派遣教員委託金 14,904 △ 1,817 13,087

諸　その他収入 5,964 0 5,964

一　般　財　源 9,958,218 △ 781,889 9,176,329

◆ (1) 嘱　託 188,470 973 189,443

◆ (2) 職　員 12,624,347 △ 686,494 11,937,853

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 157,523 △ 28,796 128,727

今年度の執行見込みを勘案した補正

21 教職員管理事業（中学校教職員管理費） 190,937 △ 1,750 189,187

一　般　財　源 190,937 △ 1,750 189,187

◆ (1) 人事管理事業 109,116 △ 1,750 107,366

事業執行に伴う執行差金の減額



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費
44,638 △ 665 43,973

一　般　財　源 44,638 △ 665 43,973

今年度の執行見込みを勘案した補正

23 中学校管理事業 163,071 △ 6,672 156,399

一　般　財　源 163,071 △ 6,672 156,399

◆ (1) 学校用地借上事業 49,543 △ 6,672 42,871

浜名中借地返還に伴う減額

24 授業用教材教具導入事業（中学校管理費） 153,970 9,642 163,612

国　理科教育等設備整備費補助金 1,600 0 1,600

一　般　財　源 152,370 9,642 162,012

平成31年度学級編制に伴う学校教材・学校用具整備に要する経費の追加

25 中学校建設事業 204,317 46,141 250,458

市　現年課税分（事業所税） 52,000 0 52,000

国　学校施設環境改善交付金 0 10,027 10,027

債　中学校整備事業債 137,700 33,600 171,300

一　般　財　源 14,617 2,514 17,131

【国補正】【繰越明許費】

事業執行に伴う執行差金の減額及び国の補正予算に伴う事業費の追加

・事業執行に伴う執行差金の減額　 △3,000千円

・国の補正予算に伴う追加　　　　　49,141千円（繰越明許費）

　北浜中学校大規模改造

26 学校施設整備事業（中学校建設費） 1,123,867 △ 9,523 1,114,344

市　現年課税分（事業所税） 140,000 0 140,000

国　ブロック塀・冷房設備対応臨時特例
　　交付金 97,150 4,607 101,757

債　中学校整備事業債 654,700 0 654,700

一　般　財　源 232,017 △ 14,130 217,887

事業執行に伴う執行差金の減額

22 学校教育指導支援員配置事業
　 （中学校教職員管理費）



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 27 人件費（市立高校管理費） 756,824 △ 12,542 744,282

使　高等学校授業料 148,024 △ 1,544 146,480

使　高等学校入学検定料 1,122 0 1,122

使　高等学校入学料 2,373 0 2,373

一　般　財　源 605,305 △ 10,998 594,307

◆ (1) 附属機関の委員等 9,220 △ 2,652 6,568

◆ (2) 嘱　託 5,728 2,466 8,194

◆ (3) 外国人指導講師 4,742 △ 658 4,084

◆ (4) 職　員 733,427 △ 10,592 722,835

◆ (5) 再任用短時間勤務職員 3,707 △ 1,106 2,601

今年度の執行見込みを勘案した補正

28 市立高校管理運営経費 91,023 △ 2,500 88,523

使　高等学校施設使用料 314 0 314

使　高等学校証明手数料 133 0 133

県　高等学校就学支援金事務費負担金 0 98 98

諸　その他収入 563 0 563

一　般　財　源 90,013 △ 2,598 87,415

事業執行に伴う執行差金の減額

29 人件費（幼稚園費） 2,006,213 △ 103,183 1,903,030

使　市立幼稚園保育料 403,116 0 403,116

一　般　財　源 1,603,097 △ 103,183 1,499,914

◆ (1) 嘱　託 89,958 16,942 106,900

◆ (2) 職　員 1,882,688 △ 116,376 1,766,312

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 11,120 △ 3,749 7,371

今年度の執行見込みを勘案した補正

30 市立幼稚園教職員管理事業 283,770 △ 102,965 180,805

一　般　財　源 283,770 △ 102,965 180,805

事業執行に伴う執行差金の減額

31 市立幼稚園施設整備事業 100,695 △ 26,003 74,692

一　般　財　源 100,695 △ 26,003 74,692

入札差金等に伴う減額



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 32 私立幼稚園就園奨励助成事業 1,190,821 △ 98,987 1,091,834

国　幼稚園就園奨励費補助金 363,624 △ 30,312 333,312

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 2,000 0 2,000

一　般　財　源 825,197 △ 68,675 756,522

事業執行に伴う執行差金の減額

33 学校給食センター事業 1,369,788 △ 15,435 1,354,353

諸　学校給食指導費助成金 108 0 108

諸　学校給食費保護者等負担金 812,868 △ 13,895 798,973

諸　その他収入 24 0 24

一　般　財　源 556,788 △ 1,540 555,248

◆ (1) 学校給食食材購入事業 812,868 △ 13,895 798,973

事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 学校給食センター管理運営事業 556,920 △ 1,540 555,380

入札に伴う執行差金の減額

34 人件費（健康安全費） 193,504 △ 3,371 190,133

一　般　財　源 193,504 △ 3,371 190,133

◆ (1) 嘱　託 20,541 2,187 22,728

◆ (2) 職　員 172,963 △ 5,558 167,405

今年度の執行見込みを勘案した補正

35 健康安全運営経費 17,238 △ 6,243 10,995

県　静岡茶愛飲推進事業費補助金 10,478 △ 6,243 4,235

一　般　財　源 6,760 0 6,760

事業執行に伴う執行差金の減額



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後

災害 1 林業施設災害復旧事業 493,000 72,000 565,000
復旧費

県　農林施設災害復旧費補助金 141,000 0 141,000

債　農林水産施設災害復旧債 76,000 0 76,000

一　般　財　源 276,000 72,000 348,000

◆ (1) 国庫補助事業 217,000 72,000 289,000

執行見込額の増加に伴う工事請負費の追加

2 土木施設災害復旧事業 2,908,000 △ 242,000 2,666,000

国　土木施設災害復旧費負担金 772,300 0 772,300

債　土木施設災害復旧債 1,033,000 0 1,033,000

一　般　財　源 1,102,700 △ 242,000 860,700

◆ (1) 国庫補助事業 1,158,000 △ 72,000 1,086,000

事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 単独事業 1,750,000 △ 170,000 1,580,000

事業執行に伴う執行差金の減額

3 市有財産災害復旧事業 420,000 170,000 590,000

国　その他公共・公用施設災害復旧費
　　補助金 0 14,699 14,699

債　その他公共・公用施設災害復旧債 60,000 0 60,000

一　般　財　源 360,000 155,301 515,301

◆ (1) 国庫補助事業 0 62,000 62,000

執行見込額の増加に伴う工事請負費の追加

◆ (2) 単独事業 420,000 108,000 528,000

執行見込額の増加に伴う工事請負費の追加

事　業・事　項



（単位:千円）

補正前 補正額 補正後

公債費 1 公債管理特別会計繰出金（償還元金） 30,241,583 △ 641,788 29,599,795

市　現年課税分（都市計画税） 3,692,500 0 3,692,500

使　住宅使用料 501,024 0 501,024

諸　住宅新築資金等貸付金元利収入 1,186 0 1,186

諸　大型商業施設建設資金貸付金元金収入 212,000 0 212,000

諸　保留床取得資金貸付金元金収入 25,612 0 25,612

一　般　財　源 25,809,261 △ 641,788 25,167,473

償還額確定に伴う公債管理特別会計への繰出金の減額

2,360,426 △ 554,212 1,806,214

市　現年課税分（都市計画税） 129,500 0 129,500

市　滞納繰越分（都市計画税） 27,500 0 27,500

使　住宅使用料 41,806 0 41,806

諸　住宅新築資金等貸付金元利収入 63 0 63

一　般　財　源 2,161,557 △ 554,212 1,607,345

償還額確定に伴う公債管理特別会計への繰出金の減額

事　業・事　項

2 公債管理特別会計繰出金
 （償還金利子及び割引料）



債務負担行為一覧（一般会計）　

一般会計【設定】 （単位:千円）

款 No. 事　　　　　　　　　項 事業内容
※参考
30.2月計上

限度額 期間 債務負担行為設定の理由

総務費 1 市勢要覧制作業務委託費 市勢要覧の制作業務委託費 0 3,456
平成31年4月からの事業実施に際し、プロポーザル方式
にかかる準備期間を確保するため、債務負担行為を設定
するもの

2 多言語通訳支援業務委託費
タブレット端末のテレビ通話機能付き通訳による、来庁
者と通訳者及び市職員の同時会話支援業務委託費

0 1,936

3
地域情報センター施設運転
管理業務委託費

地域情報センターの建築物及び付帯設備の維持管理運転
業務委託費

0 15,464

4
南区役所庁舎総合管理業務
委託費

南区役所庁舎の警備、清掃及び施設管理の総合管理業務
委託費

0 15,260

5
行政連絡文書配達業務委託
費
（北区・浜北区・天竜区）

行政連絡文書の自治会配布責任者宅配達業務委託費 0 8,147
平成31年4月からの事業実施に際し、入札業者の人員及
び車両確保に伴う準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

6
中央図書館・城北図書館総
合清掃業務委託費

中央図書館・城北図書館の総合清掃業務委託費 0 10,387

7
図書館間図書等運搬業務委
託費

市内図書館間の図書資料等運搬業務委託費 0 18,792

民生費 1
児童福祉システム改修業務
委託費

高校生世代医療費助成制度の創設に伴う児童福祉システ
ム改修業務委託費

0 11,361
事業期間が複数年度にわたることから、債務負担行為を
設定するもの

2 市立保育園遠足バス賃借料 市立保育園の3歳以上児の遠足バス賃借料 0 1,640
平成31年4月からの事業実施に際し、入札業者の準備期
間を確保するため、債務負担行為を設定するもの

衛生費 1
夜間救急室医療事務システ
ム構築及び保守業務委託費

夜間救急室で使用する医療事務システムの新規構築業務
及び保守業務委託費

0 6,873
平成30年度から
平成36年度まで

平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間の確保並びに事業期間が複数
年度にわたることから、債務負担行為を設定するもの

2
みどりのリサイクル推進業
務委託費

家庭から排出される草木類の拠点回収に要する資源化、
運搬及び積込業務委託費

0 16,652

3
清掃事業用薬品購入経費
（南清掃事業所）

環境汚染防止のための清掃事業用薬品購入経費 0 54,587

4
大気測定局機器保守点検業
務委託費

浜松市内の大気測定局における機器保守点検業務委託費 0 23,621

農林水
産業費

1
未来を拓く農林漁業育成事
業費補助金

農林漁業の付加価値の向上や新たな価値の創出、新規販
路の開拓を図る取組及びそれを支える地域の事業や活動
に対する補助金

0 5,000
平成31年4月からの事業実施に際し、補助金の採択にか
かる準備期間を確保するため債務負担行為を設定するも
の

土木費 1
交通安全施設修繕業務委託
費

道路照明施設の修繕業務委託費 0 62,959

2
ＪＲ浜松駅前広場等清掃業
務委託費

ＪＲ浜松駅前広場等の清掃業務委託費 0 21,803

3
アクト通り・アクアモール
維持管理業務委託費

アクト通り・アクアモールの維持管理業務委託費 0 15,905

4
道路情報システム設備保守
点検業務委託費

道路情報システムの設備保守点検業務委託費 0 13,200

5 街路樹管理等業務委託費 国県道・市道の街路樹維持管理業務委託費 0 479,129

6
道路・河川排水路維持修繕
業務委託費

道路・河川等の小破修繕、路面清掃等の業務委託費 0 1,999,197

7
天竜川駅自由通路点検業務
委託費

天竜川駅自由通路の点検業務委託費 0 4,000
平成31年4月からの事業実施に際し、準備期間を確保す
るため、債務負担行為を設定するもの

8
国道４７３号原田橋河川内
仮設道路小破修繕業務委託
費

国道４７３号河川内仮設道路の小破修繕業務委託費 0 40,000

9
自転車等放置防止指導業務
委託費

ＪＲ浜松駅周辺の自転車等放置禁止区域及び放置規制区
域における自転車等の放置防止指導業務委託費

0 18,643

平成30年度から
平成31年度まで

平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

平成30年度から
平成31年度まで

平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの



一般会計【設定】 （単位:千円）

款 No. 事　　　　　　　　　項 事業内容
※参考
30.2月計上

限度額 期間 債務負担行為設定の理由

土木費 10
自転車等保管所管理業務委
託費

自転車等保管所の管理業務委託費 0 11,772
平成30年度から
平成31年度まで

平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

11
地震・津波対策促進費交付
金の交付に伴う国県道に係
る県債償還金負担金

地震・津波対策促進費交付金の交付に伴う国県道に係る
県債償還金負担金

0

平成31年度
から平成35
年度までの
各年度にお
いて静岡県
から交付さ
れる地震・
津波対策促
進費交付金
の100分の
50相当額の
合計額

平成30年度から
平成35年度まで

12
浜松版スマートタウン開発
支援補助金

民間事業者が実施する浜松版スマートタウンの開発に対
する補助金

0 189,000
平成30年度から
平成32年度まで

13 公園巡視機動業務委託費
公園管理事務所が管理するすべての公園についての巡視
及び機動業務委託費

0 79,061

14
公園緑地帯定期維持管理業
務委託費

近隣公園等一定規模以上の公園の定期的な維持管理業務
委託費

0 312,836

15
動物園汚水処理施設維持管
理業務委託費

動物園の汚水処理施設に関する維持管理業務委託費 0 29,875

16
動物園飼料供給等業務委託
費

動物園の動物用飼料の調理・管理等の維持管理業務委託
費

0 11,783

消防費 1
消防局・中消防署合同庁舎
設備運転業務委託費

消防局・中消防署合同庁舎の建築・電気・機械設備運転
業務委託費

0 26,361

2 防潮堤土砂確保業務委託費
防潮堤整備に使用する土砂確保・搬出のための業務委託
費

0 264,432
平成31年4月からの事業実施に際し、準備期間を確保す
るため、債務負担行為を設定するもの

教育費 1
教育関係施設可燃ごみ収集
運搬業務委託費

旧浜松地域における可燃ごみ収集運搬業務委託費 0 19,875
平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

2
土曜日開設放課後児童会運
営業務委託費

放課後児童会の土曜日開設に係る運営業務委託費 0 4,429
平成31年4月からの事業実施に際し、指名競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

3
教育関係施設文書連絡業務
委託費

教育委員会と幼稚園及び学校との間の文書連絡業務委託
費

0 17,380
平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

4 算数科教材購入経費
算数科授業実施に伴う教師用教科書及び指導書等の購入
経費

0 1,280
平成31年4月からの事業実施に際し、入札業者の準備期
間を確保するため、債務負担行為を設定するもの

5
可美小学校仮設校舎リース
料

可美小学校校舎改築に伴う仮設校舎リース料 49,410 222,347
平成30年度から
平成35年度まで

事業期間が複数年度にわたることから、債務負担行為を
設定するもの

6
道徳科、数学科及び理科教
材購入経費

道徳科、数学科及び理科授業実施に伴う教師用教科書及
び指導書等の購入経費

0 19,238
平成30年度から
平成31年度まで

平成31年4月からの事業実施に際し、入札業者の準備期
間を確保するため、債務負担行為を設定するもの

事業期間が複数年度にわたることから、債務負担行為を
設定するもの

平成31年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にか
かる公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行
為を設定するもの

平成30年度から
平成31年度まで


